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東日本大震災復興交付金事業計画の提出（第９回）について

「東日本大震災復興交付金」について，第９回目の提出期限に合わせて，復興交付金事

業計画（平成26年度実施事業分）を復興庁（宮城復興局）に提出したもの。

■概要

(1) 提出団体

沿岸部13市町（内陸部市町村はなし）。うち７市町は，県と共同での事業計画を提

出。

(2) 事業計画の内容

①水産業共同利用施設復興整備事業（申請額約１１０億円，４市町），②道路事業

（申請額約３２億円，県及び５市町），③災害公営住宅整備事業（申請額約２４億円，

５市町），④下水道事業（申請額約２２億円，３市町），⑤津波復興拠点整備事業（申

請額約２１億円，２市町）などの基幹事業（１０８事業）と，関連して実施される効

果促進事業（９事業）。

【参考】交付申請額一覧 （単位：百万円）

事業 市町村事業 県 事 業 合 計

年度 基 幹 事 業 効果促進事業 基 幹 事 業 効果促進事業 基 幹 事 業 効果促進事業

95事業 9事業 13事業 0事業 108事業 9事業

Ｈ２６ <33,955> <553> <4,562> <0> <38,517> <553>

24,881 440 3,443 0 28,324 440

104事業 13事業 117事業

合計 <34,507> <4,562> <39,069>

25,320 3,443 28,764

※１ < >内の数値は，事業費である。

※２ 上記数値は，事業計画書提出後の精査等により変更となる場合がある。

※３ 端数処理の関係により，合計と内訳計が相違する場合がある。

(3) 提出日

平成26年5月20日（火）

次回の復興交付金事業計画の受付時期は未定であるが，今後も，被災市町村の実情に

応じて順次必要な事業を追加提出してまいりたい。


